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１　札幌市の行財政改革の流れ

　本市では、これまでも行財政改革に取り組み、
市民サービスの維持・向上、人件費や交際費の抑
制などを図ってきた。令和５年12月には、令和
４年10月に新たなまちづくりの指針として策定
した「第二次札幌市まちづくり戦略ビジョン」の

中期実施計画として、「札幌市まちづくり戦略ビ
ジョン・アクションプラン2023」を策定し、引き
続き、行財政改革の取組を進めている。

（「札幌市まちづくり戦略ビジョン・アクションプ
ラン2023」の取組については、P19 ～ 23を参照）

　 https://www.city.sapporo.jp/suishinshitsu/
gyokaku/

２－１　行　財　政　改　革

行財政改革の取組（平成６年から令和９年度）
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３　行政評価制度

　本市では、施策や事業を対象として「行政評価」
を毎年度実施し、事業の改善や見直しに活用して
いる。

⑴　評価の対象
　事業とその上位目的である施策を評価対象と
し評価を行う。

⑵　評価の方法
ア　自 己 評 価

　全ての予算事業について、事業担当部局自
らが自己評価を行う。事業の成果や効果を検
証するとともに、課題や見直しの方向性につ
いて評価を行う。

イ　検討課題の提起
　全庁的な行政運営・財政運営に関する視点
から市内部で今後の検討課題を整理し、必要
に応じて事業担当部局への課題提起を行う。

ウ　外 部 評 価
ア　行政評価委員会による評価

　市内部の評価に客観性や透明性を持たせ
るため、「札幌市行政評価委員会（※）」が外
部の視点から課題の指摘や改善の提言を行
う。
　※札幌市行政評価委員会
　学識経験者、公認会計士、弁護士などの
分野から選任した委員による委員会

イ　市民参加の取組
　外部評価の一環として、市民の方に直接
参加していただく取組を実施している。

エ　改善・見直しの検討
　自己評価、外部評価等を受けて、事業の改
善・見直しの方向性を検討する。

⑶　評価結果の活用と公表
　行政評価の結果は、毎年度の予算編成等に活
用するとともに、ホームページで公表している。

　　　https://www.city.sapporo.jp/
somu/hyoka/

４　出資団体改革

　本市では、これまでさまざまな行政施策を行う
に当たり、公共性の確保を図るとともに民間活力
を活用し、効率的かつ効果的に事業執行を行うた
めに、出資団体を設立してきた。

２　行政改革の主な取組

　急速に進展する少子高齢化・人口減少に伴う労
働力の減少に対応しながら、これまで以上に市民
サービスの向上を図っていくため、業務の効率化
や生産性の向上など、行政事務の効率化を行う。

⑴　推進体制の整備
　総務局を所管する副市長をチーフ・イノベー
ション・オフィサー（行政改革の最高責任者）、
各局区の庶務担当部長を行政改革推進主任とし
て定め、全庁的な連携を図りながら、本市にお
ける行政改革の推進を行う体制を整備している。
また、EBPM※1の観点から、事業の企画立案時
に客観的な根拠に基づく適切な指標設定を行う
とともに、当該指標の達成度を客観的に評価し、
BPR※2・BPO※3の手法やICT※4などを活用しな
がら、具体的な業務改善の検討を進めていく。
※1　EBPM（Evidence-Baced Policy Making） 政

策の企画を経験や憶測に頼るのではなく、政策
目的を明確化した上で合理的根拠に基づくもの
とすること。

※2　BPR（Business Process Re-engineering） 業
務本来の目的に向かって既存の業務フロー等を
デザインしなおすこと。 

※3　BPO（Business Process Outsourcing）業務
プロセスの一部について、 専門業者に外部委託
すること。 

※ 4　ICT（Information and Communication 
Tech-nology）情報通信技術

⑵　行政事務センターの運営
　行政運営に係る人的資源が不足する中で、持
続的な行政サービスを提供するため、令和３年
６月より専門性が不要で定型的な業務について
一括して集中的に処理する行政事務センターを
民間事業者への委託により運営している。
　現在、一部の業務について、申請書類の受付
や形式的な審査、通知文書の発送準備等を実施
しており、今後も取扱業務の拡大を進めていく。

⑶　オンライン化の推進
　デジタル技術を活用し、行政手続等の利便性
の向上や行政運営の簡素化・効率化を図るため、
行政手続のオンライン化を推進する。
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公表している。
　　　https://www.city.sapporo.jp/somu/

shusshi-dantai/

　しかし、その後、出資団体を取り巻く社会経済
状況は、規制緩和などに伴う公的サービスの担い
手の多様化や、厳しい財政状況を背景とした団体
運営の一層の効率化の要請などによって、大きく
変化し、出資団体の在り方が問われてきた。
　そこで、出資団体の必要性と経営状況の検証を
行うとともに、市民への積極的かつ分かりやすい
情報提供の推進や行政における説明責任を果たし
ていくため、平成14年度から出資団体評価シス
テムを導入した。
　また、平成17年度に「札幌市出資団体改革プ
ラン」、20年度に「札幌市出資団体改革新方針」、
27年度に「札幌市出資団体の在り方に関する基
本方針」を策定し、市の人的関与・財政的関与の
見直し等に取り組んでいる。なお、取組内容につ
いては、出資団体評価システムの中で進捗管理を
行っている。

⑴　評価対象団体
　評価システムの対象となる出資団体は、指定
団体とする。指定団体とは、本市が資本金等の
４分の１以上を出資している団体や本市の財政
的関与が高い団体等である（P186掲載の「札
幌市出資団体一覧（指定団体）」参照）。

⑵　実 施 方 法
ア　所管局による評価

ア　経営状況評価等
　出資団体評価システムの出資団体評価シー
トを作成し、団体の設立目的、組織の状況、
決算状況を明らかにし、経営状況の評価も
行う。また、事業評価シートでは、各事業
の概要や実施結果を記載し、事業結果の有
効性や収支状況の評価も行う。

イ　取組状況の自己評価と進捗管理
　基本方針に基づく取組内容については、
出資団体評価シートの中で、前年度の実績
を振り返り、翌年度以降の取組につなげて
いる。

イ　出資団体改革推進本部による指導
　取組の進捗状況や団体の在り方等について
所管局への指導を行い、これらの指導等を翌
年度以降の取組につなげて、出資団体改革を
推進する。

⑶　評価結果の公表
　評価結果は、札幌市のホームページ上で公表
しており、市政刊行物コーナーにも備え置いて
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札 幌 市 出 資 団 体 　 　 　 　 一 覧（指　定　団　体）
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札 幌 市 出 資 団 体 　 　 　 　 一 覧（指　定　団　体）
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各会計予算額・決算額一覧

１　令和５年度決算の概況

　令和５年度一般会計決算額は、令和４年度一般
会計決算と比較して、歳入については、固定資産
税や個人市民税の増等により市税が増となったほ
か、清掃工場整備や道路整備事業等の増により市
債が増となった一方で、新型コロナウイルスワク
チン接種関連費や、電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金の減等による国庫支出金の減等
により、前年度比1.6％減の１兆2,103億円（対
予算執行率92.2％）となった。
　また、歳出については、飲食店等に対する支援
金等の経済費の減のほか、新型コロナウイルス感
染症関連経費費の減等による保健福祉費の減等に
より、前年度比1.4％減の１兆2,011億円（対予
算執行率91.5％）となった。
　その結果、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り
越すべき財源を除いた実質収支は61億円となっ
た。財政調整基金については、予算で計上してい
た93億円のうち68億円の支消を取止め、令和５
年度の決算剰余金31億円を積み立てた結果、令
和５年度末現在高は320億円となった。

２　令和６年度予算の概況

　令和６年度一般会計予算は、「第２次札幌市ま
ちづくり戦略ビジョン・アクションプラン2023」
に掲げた各事業に対して重点的に資源配分を行う
予算編成を行った。
　歳入については、地価の上昇や家屋の新増築に
よる固定資産税の増や、行政需要の増加による地
方交付税の増等の一般財源の増を見込んだ。一方
で、歳出については、子ども・子育て支援や経済
の活性化といった喫緊の課題への対応に加え、物
価高騰・賃金上昇に伴う光熱水費や施設運営管理
費の増加や社会保障関係費の増加、老朽化した公
共施設の更新費用と、それに伴う公債費の増加な
ど、財政運営は厳しい状況にある。
　このような中にあっても、子ども・子育て支援
の拡充を始め、ほぼ全ての計画事業をスタートさ
せることとし、ＧＸや脱炭素化の取組を加速化さ
せるとともに、まちづくりの重要概念である「ウェ
ルネス」「ユニバーサル」「スマート」に基づく取
組を着実に推進するほか、市民生活を支えるため、
物価高騰・人材不足にもしっかりと対応した予算
計上を行った結果、前年度比0.2％減の１兆2,417
億円と当初予算としては過去２番目の予算規模と
なった。

２－２　予算・決算の現況
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一般会計決算・予算内訳表
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３　普通会計の予算・決算

　一般会計、特別会計、企業会計という会計処理
は、各自治体でその区分範囲が異なり他都市比較
が困難であるため、統計上「普通会計」という会

計区分に整理した数値を用いて比較している。
　札幌市において普通会計は、一般会計、土地区
画整理会計、母子父子寡婦福祉資金貸付会計、基
金会計を統合・純計整理したものである。

普通会計決算・予算内訳表
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４　財形健全化法に係る健全化判断比率
　及び資金不足比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財
政健全化法）」により、すべての自治体に、財政
の健全化に関する比率（健全化判断比率）の算出
が義務付けられている。
　令和５年度決算に係る健全化判断比率は表の通
りであり、基準を超える比率はなかった。
　また、財政健全化法では、公立病院や水道など
の公営企業についても、各公営企業ごとに資金不
足比率を算出することが義務づけられている。
　札幌市の公営企業会計は、病院事業会計、中央
卸売市場事業会計、軌道整備事業会計、高速電車
事業会計、水道事業会計、下水道事業会計の６会
計があるが、資金不足を生じている公営企業会計
はなかった。

主 な 財 政 指 標 一 覧
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５　参 考 資 料

公　有　財　産　の　状　況
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基金管理状況（令和６年３月 31 日現在）
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令和 5 年度市税収入済額の内訳

市 税 収 入 状 況

１　市税の収入状況

　令和５年度の市税収入については、最終予算額  
3,509億円に対して、決算額は3,538億円となり
予算額を29億円上回った。
　これは、固定資産税、たばこ税などが予算の見
込みを上回ったためである。
　前年度決算額との比較では、総所得分の納税者

数及び１人当たりの所得割額が増加したことによ
る個人市民税の増、家屋の新築などの自然増や償
却資産の設備投資の増加による固定資産税の増な
どがあったことから令和４年度決算額3,476億円
に対して、62億円（＋1.8％）の増収となった。
　また、市税の収入率については、調定額3,570
億円に対して、収入済額3,538億円で99.1％とな
り、前年度を0.1ポイント上回る結果となった。

２－３　市税収入状況
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個人市民税額の推移（収入額）

固 定 資 産 評 価 額

２　納 税 対 策

　「札幌市納税お知らせセンター」に催告文書の
発送や電話による納税相談の受付等の業務を委託
し、職員が滞納処分や猶予制度の適用などの業務
に注力できる体制を整えている。
　また、市・道民税（普通徴収分）、固定資産税、

軽自動車税について、スマホアプリでの納付を可
能とするなど、市民の納税にかかる利便性の向上
を図っている。
　この結果、令和５年度の市税合計収入率は、
99.1％となり、前年度を0.1ポイント上回る結果
となった。 
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市 税 負 担 額 累 年 比 較


